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対 策 概 要 等

①雨水貯留施設
保水機能の維持のために、雨水を貯留させるために設けられる施設であ
る。各戸貯留、団地の棟間貯留、運動場、広場等の貯留施設がある。

②雨水浸透施設
保水機能の維持のために、雨水を浸透させるために設けられる施設であ
る。浸透ます、浸透井、透水性舗装等の浸透施設がある。

③水田の保全
雨水を一時貯留したり、地下に浸透させたりするという水田の機能を保全
することである。

森林の保全 主に森林土壌の働きにより、雨水を地中に浸透させ、ゆっくり流出させると
いう森林の涵養機能を保全することである。

○流域の保全･流域における対策は、川に水が流れ込む前に、流域内の様々な
施設（校庭や公園、水田、各戸等）に少しずつ水を溜め、川を流下する洪
水量を抑える対策であり、以下に示す対策が考えられる。

※「検討する場」において、
「森林」についても検討依頼あり



①雨水貯留施設案，②雨水浸透施設案のイメージ 2

＜①雨水貯留施設案の内容＞
保水機能の維持のために、雨水を貯留させるために設けられる施設である。各戸貯留、 団地の棟間

貯留、運動場、広場等の貯留施設がある。治水上の効果として、地形や土地利用の状況等によって、河
道のピーク流量を低減させる場合があり、効果が発現する場所は対策実施箇所の下流である。
＜②雨水浸透施設案の内容＞
保水機能の維持のために、雨水を浸透させるために設けられる施設である。浸透ます、浸透井、透水

性舗装等の浸透施設がある。治水上の効果として、地形や土地利用の状況等によって、河道のピーク
流量を低減させる場合があり、効果が発現する場所は対策実施箇所の下流である。

＜②雨水浸透施設のイメージ＞＜①雨水貯留施設のイメージ＞



③水田の保全案のイメージ 3

＜③水田の保全案の内容＞
水田の保全は、雨水を一時貯留したり、地下に浸透させたりするという水田の機能を保全すること

である。治水計画は、一般的に水田を含む現況の土地利用のもとで降雨が河川に流出することを
前提として策定されており、現況の水田の保全そのものに下流の河道のピーク流量を低減させたり
流下能力を向上させたりする機能はない。なお、治水上の機能を現状より向上させるためには、畦
畔のかさ上げ、落水口の改造工事等やそれを継続的に維持し、降雨時に機能させていくための措
置が必要となると考えられる。効果が発現する場所は水田の下流であるが、内水対策として対策実
施箇所付近に効果がある場合もある。

＜③水田の保全イメージ＞

水田貯留の模式図

既設の堰板

水田貯留するために新たに設置しなおす堰板
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①雨水貯留施設案，②雨水浸透施設案，③水田の保全案の考え方 4

○球磨川流域全体を検討範囲とする。
○各案の考え方については、以下の表に示す事項を基本として検討する。

①雨水貯留施設案，②雨水浸透施設案，③水田の保全案の考え方

検討範囲 ・球磨川流域全体を検討範囲とする

雨水
貯留
施設

対象
箇所

・流域内の学校の運動場、公園等で雨水貯留が見込め
る箇所

対象量 ・水深0.3mの貯留対策とする

雨水
浸透
施設

対象
箇所

・流域内の宅地（屋根部）、主要な道路

対象量 ・一律5mm/hrの平均浸透強度

水田
の

保全

対象
箇所

・対象とする水田面積
＝全体面積×畦畔部分除く比率×作付率

対策量
・畦畔嵩上げ、堰板設置により水深0.15mの貯留対策と
する



①雨水貯留施設案の概要 5

○球磨川流域には整備することにより雨水の貯留を見込める可能性がある学校の運動
場、公園等の施設が全てで89箇所（約85ha）存在し、雨水貯留施設として想定した
場合、球磨川流域に占める割合は約0.05％である。

○対象施設を利用する児童等の安全を考慮して一律0.3m※の貯留高さとした場合、約
25万m3の貯留施設となる。

流域
流域
面積

（km2）

検討対象面積

学校の運動場

（km2）

公園等

（km2）

合計

（km2）

全流域 1,873 0.52 0.33 0.85

【候補箇所の例】 【雨水貯留施設 候補箇所位置図】

候補箇所 ：89箇所
対象面積 ：約85ha
貯水容量 ：約25万m3 （深さ0.3m）

渡

川辺川

球磨川

：学校の運動場

：公園等

人
吉

横石

※「流域貯留施設等技術指針（案）」による



②雨水浸透施設案の概要 6

○球磨川流域で、浸透ます等の整備や透水性舗装の整備することにより雨水の浸透を見込める
可能性がある屋根部の面積は約450ha、道路部の面積は約410haで、これらを雨水浸透施設と
して想定した場合、球磨川流域に占める割合は約0.5％である。

○球磨川流域全体における平均的な浸透量は、約45万m3※となる。

【流域内の宅地状況図】

【浸透ます等 施設配置イメージ】

屋根面積：約450ha
道路面積：約410ha
平均浸透量：約 45万ｍ3 ※

※出典（道路）：H25日本ﾃﾞｼﾞﾀﾙ道路地図協会

渡

川辺川
球磨川

人
吉

横石

※出典（宅地）：H21国土数値情報

※「雨水浸透施設の整備促進に関する手引き（案）」を参照し、 浸透
強度5mm/h、計画降雨継続時間の12時間を考慮した場合の浸透量

【透水性舗装概念図】

：宅地

：主要な道路



③水田の保全案の概要 7

○球磨川流域には、整備することにより雨水の貯留を見込める可能性がある水田
が約5,300ha存在し、球磨川流域に占める割合は約2.8％である。

○畦畔嵩上げ、堰板設置により深さ0.15m※の貯留を考慮すると約790万m3の貯留施
設となる。

球磨川流域土地利用状況

球磨川流域土地利用図 ※出典：H21国土数値情報

渡

人
吉

横石

対象面積 ：約5,300ha
貯水容量 ：約790万m3 （深さ0.15m）

流域 流域面積（km2） 水田面積（km2）

全流域 1,873 53

【水田貯留模式図】

畦畔嵩上げ後の高さ=30cm

全景 畦畝状況

※「土地改良事業計画設計基準及び運用・解説」等による



8①雨水貯留施設案，②雨水浸透施設案，③水田の保全案の概要 8

目標とする
調節量

①
雨水貯留施設

の調節量

②
雨水浸透施設
の調節量

③
水田の保全
の調節量

人
吉

地
点

約1,300m3/s
約10m3/s

（不足量約1,290m3/s）

約20m3/s

（不足量約1,280m3/s）

約10m3/s

（不足量約1,290m3/s）

渡

地
点

約1,100m3/s
約10m3/s

（不足量約1,090m3/s）

約20m3/s

（不足量約1,080m3/s）

約20m3/s

（不足量約1,080m3/s）

○ ①雨水貯留施設案、 ②雨水浸透施設案、 ③水田の保全案については、人吉地点及び渡
地点でのピーク流量の低減効果を見込むことはできない。

雨水貯留施設案､雨水浸透施設案、水田の保全案の調節量人吉地点の流下能力のイメージ

※1 「検討する場」で積み上げた対策を実施した後に流下する流量
※2 「検討する場」で積み上げた対策を実施した後の河道の流下能力

人吉地点
0m3/s

目標とする調節量
約1,300m3/s

河道の流下能力※2

4,000m3/s

流下する流量※1

5,300m3/s

【対応Ｂ】 雨水貯留施設､雨水浸透施設、
水田の保全で流れてくる水の量を減らす

現況流下能力

人
吉
地
点

必
要
調
節
量

0

1,300

雨水貯留施設 雨水浸透施設 水田の保全

不足量

調節量調節量10～20m3/s程度で、
低減効果を見込めない



項 目 ①雨水貯留施設 ②雨水浸透施設 ③水田の保全

◆場所、対策の規模
（延長、量等）

候補箇所 ：89箇所
対象面積 ：約85ha
貯水容量 ：約25万m3

対象屋根面積 ：約450ha
対象道路面積 ：約410ha
平均浸透量 ：約45万m3

対象面積 ：約5,300ha
貯水容量 ：約790万m3

◆現在の土地利用、
補償用地面積・家屋数

・基本的に補償なし
・自治体での助成制度あり

・基本的に補償なし
・自治体での助成制度あり

・畦畔の新たな設置や、畦畔の嵩
上げが必要

◆事業費、維持管理費
◆県の負担

今回の協議会で頂く意見を踏まえ、必要に応じて、今回提示した案を修正した上で提示予定

◆概ねの工期
◆事業手順、
段階的な安全度の確保

今回の協議会で頂く意見を踏まえ、必要に応じて、今回提示した案を修正した上で提示予定

◆効果の範囲
対策実施箇所の下流区間で効果
を発現する

対策実施箇所の下流区間で効果
を発現する

水田の下流区間で効果を発現す
る

◆超過外力発生時の状態

・雨水貯留施設の容量が不足した
場合は、洪水調節効果は発揮され
ない
・河道の水位は計画高水位を超え
る区間が生じる

・雨水浸透施設の容量が不足した
場合は、洪水調節効果は発揮され
ない
・河道の水位は計画高水位を超え
る区間が生じる

・水田に貯留する容量が不足した
場合は、洪水調節効果は発揮さ
れない
・河道の水位は計画高水位を超
える区間が生じる

◆他河川での実施例
各事業（下水道、道路、公園、河
川、住宅・建築等）により実施事例
あり

各事業（下水道、道路、公園、河
川、住宅・建築等）により実施事例
あり

武庫川水系（兵庫県）等で実施事
例あり

※検討段階のものであり、今後変更となる可能性がある。

①雨水貯留施設案，②雨水浸透施設案，③水田の保全案の概要 9



①雨水貯留施設案，②雨水浸透施設案，③水田の保全案に対する留意事項（案）

課 題 ①雨水貯留施設 ②雨水浸透施設 ③水田の保全

コスト 検討中 検討中 検討中

実

現

性

土地所有
者等の協
力の見通
し

現時点では不明であるが、以下
について土地所有者等の理解
が得られれば可能
・設置及び維持管理 等

現時点では不明であるが、以下
について土地所有者、道路管理
者の理解が得られれば可能
・設置及び維持管理 等

現時点では不明であるが、以下
について土地所有者等の理解
が得られれば可能
・設置及び維持管理
・畦畔の設置
・水稲栽培時期以外の貯留
・所有者自身での堰板操作 等

その他の
関係者等
の調整の
見通し

特になし 特になし 以下について、関係機関の協力
が得られれば可能
・畦畔嵩上げや排水設備の整備
等

・水稲栽培時期以外の貯留

法制度上
の観点か
ら実現性
の見通し

現行法制度のもとで実施可能 現行法制度のもとで実施可能 現行法制度のもとで実施可能

技術上の
観点から
実現性の
見通し

技術上の観点から隘路はない 技術上の観点から隘路はない 技術上の観点から隘路はない

※検討段階のものであり、今後変更となる可能性がある。
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課 題 ①雨水貯留施設 ②雨水浸透施設 ③水田の保全

維持管理

・学校・公園等の管理者が整備
後の維持管理を実施すること
が前提である

・管理実績があることから、雨
水貯留施設について、適切に
維持管理を持続することは可
能

・各戸所有者、道路管理者が整
備後の維持管理を実施するこ
とが前提である

・浸透ますのゴミ除去や透水性
舗装の目詰まり撤去に関して、
各所有者や道路管理者の協力
が得られれば可能

・管理実績があることから、雨
水浸透施設について、適切に
維持管理を持続することは可
能

・水田所有者が整備後の維持
管理を実施することが前提であ
る

・堰板操作に関して、水田所有
者の協力が得られれば可能

・管理実績があることから、水田
の保全について、適切に維持管
理を持続することは可能

環

境

水環境、生
物多様性の
確保及び自
然環境全体
への影響

特になし 特になし 特になし

土砂流動の
変化に伴う
下流河川・
海岸への影
響

特になし 特になし 特になし

景観、人と
自然との豊
かな触れ合
いへの影響

特になし 特になし 特になし

※検討段階のものであり、今後変更となる可能性がある。

①雨水貯留施設案，②雨水浸透施設案，③水田の保全案に対する留意事項（案） 11



課 題 ①雨水貯留施設 ②雨水浸透施設 ③水田の保全

地
域
社
会
へ
の
影
響

事業地及び
その周辺へ
の影響

各学校の運動場、公園等の利用
可能日数の変化

透水性舗装施工時の交通規制
や渋滞の発生

農作物への影響

地域振興に
対する効果

特になし 特になし 特になし

地域間の利
害の衡平へ
の配慮

・基準地点より上流の学校、公園
等の利用制限を伴い、受益地は
下流域であるのが一般的であり、
地域間の利害の衡平に係る調整
が必要と考えられる

・基準地点より上流の浸透施設
で整備を行い、受益地は下流域
であるのが一般的であり、地域
間の利害の衡平に係る調整が
必要と考えられる

・基準地点より上流の水田で整
備を行い、受益地は下流域で
あるのが一般的であり、地域間
の利害の衡平に係る調整が必
要と考えられる

将来の拡張性
（柔軟性等）

・将来に、雨水貯留施設の掘り
下げ等により、貯水容量を増や
すことについて技術的には可能
であるが、「流域貯留施設等技
術指針（案）」によれば児童・生徒
に対する安全性に配慮する必要
があり、掘り下げ高さには限界が
ある

・将来に、雨水浸透施設の増設
により、浸透を増やすことについ
て技術的には可能であるが、浸
透ますや排水性舗装の拡張や
増設には限界があり、土地所有
者、道路管理者の協力が必要と
なる

・将来に、畦畔の嵩上げにより、
貯水容量を増やすことについて
技術的には可能であるが、嵩
上げ高さには限界があり、土地
所有者等の協力が必要となる

※検討段階のものであり、今後変更となる可能性がある。

①雨水貯留施設案，②雨水浸透施設案，③水田の保全案に対する留意事項（案） 12



【森林の保全案】
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森林の保全案のイメージ 14

＜森林の保全案の内容＞
森林の保全案は、植林・間伐等の森林管理によって、雨水を地中に素早く浸透させ、ゆっくり

流出させるという森林の洪水緩和機能を保全する案である。
森林面積を増加させる場合や、顕著な地表流の発生がみられるほど荒廃した森林を良好な森林

に誘導した場合、洪水流出を低下させる可能性がある。しかし、顕著な地表流の発生がみられな
い一般の森林では、森林に手を入れることによる流出抑制機能の改善は、森林土壌がより健全な
状態へ変化するのに相当の年数を要するなど不確定要素が大きく、定量的な評価が困難であると
いう課題がある。

＜森林の保全案のイメージ＞



社会資本整備審議会河川分科会での議論（平成19年度） 15

○実際に降った雨と実際に河道で観測された流量の関係を基に作
成される基本高水のピーク流量等の治水計画は森林の存在を前提
としていることから、治水上、森林の保全は重要である。

○過去からの森林の変化による降雨の流出形態に変化はなかった
と推測されるとともに、今後の森林の保水力向上は現段階では期待
できない。

○球磨川流域においては、過去から流出形態に大きな変化はなく、
また今後も現在の流出形態が大きく変化しないことを前提として基本
高水ピーク流量を算出することが妥当である。

○森林の保水力について、今後の研究により新たな定説が確立され
た場合には、必要に応じ基本高水の見直しを検討することとする。

球磨川水系河川整備基本方針の策定に際し、「社会資本整備審議会河川
分科会」においても森林の洪水機能の緩和を論点として審議が行われた。



森林の状況（流域の植生、面積） 16

○球磨川流域の約７９％は、森林に覆われている

○球磨川流域の森林面積は、１０年前と比較して、ほとんど変化はない

※森林面積：球磨川流域に係る市町村の全森林面積。
市町村の一部が流域に係る場合であっても、市町村全体の面積を計上。

※出典：熊本県林業統計要覧

（ 植生図 ）

0 10 20㎞

球磨川流域植生図

※出典：環境庁「現存植生図」

森林面積の変遷



専門家への聞き取り 17

 森林の洪水緩和機能は、中小降雨ではある程度見込めるが、限界がある。

 人工林が流域の約70%を占めるダム流域（約50km2）において約30年間の人工林の管

理放棄の拡大に伴う洪水量（流出量）の変化について研究したところ、中小規模洪水の
一部では洪水量（流出量）の増加がみられたが、大規模洪水では洪水量（流出量）の増
減は認められなかった。なお、大規模森林流域における森林管理と洪水量（流出量）の
関係に関して結論づけるにはより多くの大規模森林流域での検証が必要である。

 現時点では、間伐が降雨流出関係に及ぼす影響に関する定説はない。

 大規模流域における降雨流出関係では、植生より地質の影響の方が大きい可能性が
高い。

【九州大学大槻教授 （流域環境制御学）】（平成28年7月）
○森林の洪水緩和機能について、水文・水資源学会に学識者の推薦をお願いし、

推薦頂いた九州大学の大槻教授に意見を頂いた。



森林の保全について（現時点での評価） 18

○降雨と河川流量の実測値を基に作成される基本高水ピーク流量
等の治水計画は、森林の存在を前提としていることから、治水上、
森林の保全は重要である。

○平成１９年の河川整備基本方針策定以降、球磨川流域の森林の
状況に変化はほとんどなく、森林の保水力の向上は現段階では期
待できない。

○森林の保水力に関する新たな定説は確立されていない。

現時点では、現計画以上に効果を見込むことはできない



【霞堤・二線堤・樹林帯等の対策】
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霞堤・二線堤・樹林帯等の対策 20

＜樹林帯等のイメージ＞

洪水時には、堤防と堤防の間の隙間から
水をあふれさせ、流れを緩和させる

氾濫した洪水が戻る

＜霞堤のイメージ＞

本川の堤防が支川の堤
防より高い場合、本川の
逆流を防ぐために水門・
樋門を設置。そのままで
は水門・樋門を閉めた場
合、支川の河川が氾濫

支川のはん濫を防ぐ
ために排水ポンプで
支川の水を汲み上げ
て本川に流す

＜排水機場のイメージ＞ ＜二線堤のイメージ＞

＜洪水の予測･情報の提供等のイメージ＞

○流域の保全･流域における対策に類するものとして、遊水機能を有する土地の保全、部分的に低
い堤防や霞堤の存置も考えられるが、球磨川流域内にはこうした機能をもつ施設は存在しない。

○また、排水機場、二線堤、樹林帯等、洪水の予測･情報の提供等、水害保険等も考えられるが、
河道のピーク流量を低減させる機能はない。なお、災害時の被害軽減等の観点から推進を図るもの
とする。

H.W.L

野越し断面

河川区域

表面構造はコンクリート三面張り

＜部分的に低い堤防のイメージ＞＜遊水機能を有する土地のイメージ＞

釧路湿原は、天然の遊水地として
洪水調節機能を持っている


